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番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B45
警察官の増員に伴う経費 警察費 警察活動費 一般活動費

警察法 戦略項目   

分野施策   

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 △315 △315 4,032

現計額 4,347 4,347

平成28年度予算見積調書(2月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

警察活
動費

事 業
期 間

平成28年度～ 根 拠
法 令

　本県警察官の業務負担は依然として過重であり、安定
した治安の回復による県民の安全で安心な生活の確保と
警察官の過重な業務負担を軽減するため、警察官64人を
増員する。

（１）一般警察活動費　　　　　　△146千円
（２）総合的人材確保推進経費　　△169千円

　　節約による減額（留保分）

（１）事業内容
　　ア　一般警察活動費：逮捕術関係消耗品　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　イ　総合的人材確保推進経費：採用に係る経費　　　　　　　　　　　　　　　
　　ウ　災害対策用装備資機材の整備：備蓄食料等　　　　　　　　　　　　　　　

（２）事業計画
　　ア　平成28年度地方警察官の増員に関する政府予算案　　994人（全国）
　　イ　本県に対する増員数　64人　　
　　　　【増員要求項目】
　　　　　○　人身安全関連事案対策の強化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　34人
　　　　　○　特殊詐欺対策の強化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10人
　　　　　○　我が国を取り巻く国際情勢の変化に対応するための事態対処能力の強化　　　20人　　
　　ウ　警察官定数　政令定数（H27）11,245人　→　（H28）11,309人
　　　　　　　　　　条例定数（H27）11,396人　→　（H28）11,460人

（３）事業効果
　　　警察官の増員により警察官の過重な業務負担を軽減し、安定した治安の回復による県民の安全で安心な生活を
　　確保する。
　　　【過去の増員状況】
　　　　　　　　　　　平成22年度　　平成23年度　　平成24年度　　平成25年度　　平成27年度
　　　　　増 員 数          91人　　　　　79人　　　　　23人　　　　　25人　　　　　61人
　　　　　政令定数　　　11,057人　　　11,136人　　　11,159人　　　11,184人　　　11,245人
　　　　　条例定数　　　11,208人　　　11,287人　　　11,310人　　　11,335人　　　11,396人
　　　　　　※　平成26年度は増員なし

（４）補正予算の概要
　　　　節約による減額（留保分）である。

　（県10/10）

　　普通交付税（単位費用）
　　（区分）警察費　（細目）警察管理費
　　（細節）警察職員費
　　（積算内容）警察官

　　警察官増員64人

補正後の
予算額

― 警察本部 B45 ―
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